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第１章 総   則 
 

 第１節 目的 
 
 この計画は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223号。｢以下基本法｣という)第 42 条及
び奥尻町防災会議条例(昭和 38年条例第 4号)第 2条第 1 項の規定に基づき、奥尻町防災会
議が作成する計画であり、奥尻町の地域において、予防、応急及び復旧等の災害対策を実
施するに当たり、防災関係各機関が、その機能の全てをあげて町民の生命、身体及び財産
を災害等から保護するため、次の事項を定め、本町における防災の万全を期することを目
的とする。 
 
１．奥尻町の区域を管轄し、若しくは、区域内に所在する指定地方行政機関、北海道、市 
町村、指定地方公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者等が処理す 
べき防災上の事務及び業務の大綱。 

 
２．災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に必要な防災の組織に関すること。 
 
３．災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の新設及び改善等災害防止に関するこ 
と。 

 
４．災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等災害応急対策に関すること。 
 
５．災害復旧に関すること。 
 
６．防災訓練に関すること。 
 
７．防災思想の普及に関すること。 
 
 
なお、本計画は、「持続可能な開発目標（SDGs）」の主にゴール１、11、13、17の達成に資

するものである。 

 

       
 

 ※持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs） 2015 年９月に国連サミットで採択された、2030 年

を期限とする先進国を含む国際社会全体の開発目標であり、 17のゴール（目標）と、それぞれの下により具体的な 169

のターゲットがある。全ての関係者（先進国、途上国、 民間企業、NGO、有識者等）の役割を重視して「誰一人取り残

さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に統合的に取り組むもの。 

 
 
 

 第２節 計画の構成 
 
 奥尻町地域防災計画は、次の各編から構成する。 
 
 １ 第１編 総則 
 ２ 第２編 基本計画 
 ３ 第３編 地震対策計画 
 ４ 第４編 その他の災害対策計画 
 ５ 資料編 
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第３節 計画推進に当たっての基本となる事項 

 

本計画は、次の事項を基本として推進する。 

 １．災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被

害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとし

ても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、

さまざまな対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限

にとどめなければならない。 

 ２．自助（住民及び事業者が自らの安全を自らで守ることをいう。）、互助（住民等が地域

において互いに助け合うことをいう。）及び公助（町及び防災関係機関が実施する対策

をいう。）のそれぞれが効果的に推進されるよう、防災対策の主体の適切な役割分担に

よる協働により着実に 実施されなければならない。  

３．災害発生時は住民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、

「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクと取るべき避難行

動等についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があ

ることを前提とし、災害教訓の伝承や防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化

により社会全体としての防災意識の向上を図らなければならない。  

４．地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向

上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障がい者

などの参画を拡大し、男女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立

を図らなければならない。 

５．感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策の徹底や、 避難所に

おける避難者の過密抑制など、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策の観点を 

取り入れた防災対策の推進を図らなければならない。 

 

 第４節 用語 
 
 この計画で使用する用語等は、次による。 
 
基  本  法 災害対策基本法(昭和 36 年 11 月 15日 法律第 223 号) 
救  助  法 災害救助法(昭和 22 年 10 月 18日 法律第 118号) 
水 防 法 昭和 24年 法律第 193号 
防 災 会 議 奥尻町防災会議 
本  部 ( 長 )  奥尻町災害対策本部(長) 
防 災 関 係 機 関 奥尻町防災会議条例(昭和 38年 4月 1日 条例第 4号)第 3条に定める 
          委員の属する機関 
災害予防責任者 基本法第 47 条に定める防災に関する組織の整備義務を負う指定行政

機関の長及び指定地方行政機関の長その他の執行機関、指定公共機関
及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者 

災 害 応 急 対 策 基本法第 50 条第 2 項に定める指定行政機関の長及び指定地方行政機 
実 施 責 任 者  関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定

地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有
する者 

要 配 慮 者 高齢者、障がい者、乳幼児その他の災害時に特に配慮を要する者 
避難行動要支援者 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場 
          合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難 
          の確保を図るため特に支援を要するもの 
災          害  基本法第 2条第 1号に定める災害 
災  害  時 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合 
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  第５節 計画の修正要領 
 
奥尻町地域防災計画は、基本法第 42条に定めるところにより、計画内容に検討を加え、

その修正を必要とする場合には、修正の基本方針を定め行うものとする。 
  修正の内容は、おおむね次に掲げるような事項について、その変更を認めた場合とする。 
 
１．計画内容に重大な錯誤があるとき。 
２．社会、経済の発展に伴い、計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき。 
３．防災関係機関が行う防災上の施策によって、計画の変更(削除)を必要とするとき。 
４．新たな計画を必要とするとき。 
５．防災基本計画の変更(改定)が行われたとき。 
６．その他、奥尻町防災会議会長が必要と認めたとき。 
 前各号に掲げる事項については、計画の部分的な修正についても同様とする。 
 
 
 

  第６節 防災上重要な機関の処理すべき事務又は業務の大綱      
                                                                                 
  防災会議の構成機関、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者の防災上処理すべき事 
務又は業務の大綱は、次のとおりである。                                           
 なお、事務又は業務を実施するに当たり、防災関係機関の間、町民等の間、町民等と行 
政の間で防災情報が共有できるように必要な措置を講ずるものとする。                 
                                                                                 

機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務  

 
１ 
 
指
定
地
方
行
政
機
関 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)函館開発建設部 
   江差道路事務所 
   江差港湾事務所 
 
 
 
 
 
 
 

① 災害に関する情報の伝達、収集に関すること。 
② 被害の拡大及び二次災害防止のための緊急対策の実施による市 
町村への支援に関すること。 

③ 緊急災害対策派遣隊(TEC-FORCE)及び現地情報連絡員(リエゾン) 
の派遣に関すること。 

④ 災害対策用機材等の地域への支援に関すること。 
⑤ 浮体式防災施設(防災フロート)及び港湾業務艇の被災地への派 
 遣に関すること。 
⑥ 直轄海岸及び直轄砂防施設の整備並びに災害復旧に関すること。 
⑦ 第三種漁港及び第四種漁港の整備並びに災害復旧に関すること。 
⑧ 港湾施設の整備及び災害復旧に関すること。 

(2)北海道農政事務所 
  函館地域拠点 

① 農林水産省が調達及び供給した応急用食料等の供給状況に係る 
確認等に関すること。 

(3)檜山森林管理署 
 (奥尻森林事務所) 
 
 
 

① 所轄国有林につき保安林の配置の適正化と施策の合理化を図る 
こと。 

② 所轄国有林の復旧治山並びに予防治山を実施すること。 
③ 林野火災の予防対策をたて、その未然防止を行うこと。 
④ 災害時において、地方公共団体等の要請があった場合、可能な 
範囲において緊急対策及び復旧用材の供給を行うこと。 

(4)函館海上保安部 
 (江差保安署、瀬棚 
保安署) 

 
 
 
 
 

① 気象等特別警報・警報・注意報並びに情報等の船舶への周知及 
び災害情報の収集を行うこと。 

② 災害時において船舶の避難誘導及び救助並びに航路障害物の除 
去に関すること。 

③ 災害時において罹災者、救援物資、人員等の海上輸送を行うこ 
と。 

④ 海上における船舶交通の安全の確保を図ること。 
⑤ 海上における犯罪の予防及び治安の維持を行うこと。 
⑥ 海上災害時における自衛隊の災害派遣の要請に関すること。 
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 (5) 札幌管区気象台 

函館地方気象台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表
を行うこと。 

② 気象、地象(地震にあっては、発生した断層運動による地震動に 
限る)及び水象の予報及び警報等の防災気象情報の発表、伝達及び

解説を行う。 
③ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努めること。 
④ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を行う 
こと。 

⑤ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努めること。 

 

機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)労働基準監督署 
  江差駐在事務所 
  函館公共職業安定  
  所江差出張所 
  (ハローワーク) 
 

① 災害時の労務供給計画の作成及び、必要な措置に関すること。 
② 被災者に対する職業紹介に関すること。 
③ 被災事業主の雇用保険料の納期延期等についての必要な措置  
に関すること。 

④ 被災者の失業給付金の早期支給等についての必要な措置に関  
すること。 

⑤ 事業場、工場等の産業災害の防止対策を図ること。 

(7)北海道総合通信局 

 
① 災害時における通信の確保に関すること及び非常通信の訓練、 
運用、管理を行うこと。 

② 非常通信協議会の運営に関すること。 

 
２ 
 
自
衛
隊 
 

(1)陸上自衛隊 
  第 28普通科連隊 

① 災害予防責任者の行う防災訓練に必要に応じ、部隊等の一部 
を協力させること。 

② 災害に関する情報の伝達、収集に関すること。 
③ 災害派遣要請権者の要請に基づき部隊等を派遣すること。 

(2)航空自衛隊 
   第 29警戒隊 

① 災害予防責任者の行う防災訓練に必要に応じ、部隊等の一部  
を協力させること。 

② 災害に関する情報の伝達、収集に関すること。 
③ 災害派遣要請権者の要請に基づき部隊等を派遣すること。 

 
３ 
 
北
海
道 

(1)檜山振興局 
   地域創生部危機対 
策室 

 
 
 
 
 
 

① 気象予報(注意報を含む)、警報並びに情報等の受理伝達及び 
対策通報に関すること。 

② 水防警報及び洪水予報の受理及び伝達に関すること。 
③ 水防法に基づく水防管理等に関すること。 
④ 被害状況等収集及び報告に関すること 
⑤ 停電情報の収集・応急対策の連絡調整に関すること。 
⑥ 檜山振興局地域災害対策連絡協議会に関する事務運営企画に 
関すること。 

⑦ 防災に関する組織の整備を図り、資材の備蓄、その他の災害 
防止措置を講ずること。 

⑧ 災害応急対策及び災害復旧対策を実施すること。 
⑨ 町及び指定地方公共機関の応急処置の総合調整に関すること。 
⑩ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。 
⑪ 災害時における相互応援協定に関すること。 
⑫ 被災町の行財政の調査に関すること。 
⑬ 被災町に対する特別財政措置に関すること。 
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機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)檜山振興局 
   保健環境部保健行 
政室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 災害救助法の適用区域の指定及び救助実施の指導に関するこ 
と。 

② 町の行う応急救助の実施指導援助に関すること。 
③ 災害救助物資の受入及び配分に関すること。 
④ 介護老人保健施設及び町保健福祉センターの被害調査及び応

急対策並びに復旧対策に関すること。 
⑤ 災害時要援護者支援に関わる町支援に関すること。 
⑥ 災害時の応急医療の確保に関すること。 
⑦ 医療機関等の被害調査及び応急措置・復旧対策に関すること。 
⑧ 災害時の医薬品、その他医療機器の確保及び供給に関するこ 
と。 

⑨ 災害時の血液の需給計画及び調整に関すること。 
⑩ 児童福祉施設の被害調査、入所児の状況調査及び復旧対策に 
関すること。 

⑪ 要配慮者対策(難病患者・精神疾患患者等)に関すること。 
⑫ 精神障がい者の安全医療に関すること。 
⑬ 被災地住民の心のケアに関すること。 
⑭ 災害時の防疫計画の作成及び実施に関すること。 
⑮ 被災地の感染症の予防に関すること。 
⑯ 被災者の健康管理の指導に関すること。 
⑰ 被災者の営業指導に関すること。 
⑱ 被災地の環境衛生保持に関すること。 
⑲ 災害時の給水計画の作成及び実施に関すること。 
⑳ 水道施設・生活衛生施設・国民保養温泉施設・火葬場等の被 
害調査に関すること。 

㉑ 調査及び応急措置・復旧対策に関すること。 
㉒ 被災地の食品衛生保持に関すること。 
㉓ 被災地の死亡獣畜の処理及び死亡獣畜処理場の被害状況調査、 
応急処置並びに復旧対策に関すること。 

㉔ 逸走犬の処理に関すること。 

(3)檜山振興局 
   保健環境部社会福  
  祉課 
 

 

 

① 日赤救助の連絡調整に関すること。 
② 救援物資の調達、輸送及び義援金品に関すること。 
③ 被災者のうち低所得者に対する生活福祉資金の貸付に関する  
こと。 

④ 要配慮者対策(高齢者、身体、知的障がい者、母子、児童)に 
関すること。 

⑤ 非保護世帯等の被災状況調査に関すること。 
⑥ 被災者の生活保護に関すること。 
⑦ 国民健康保険直営診療施設の被害調査及び応急対策並びに復 
旧対策に関すること。 

⑧ 福祉救護ボランティアに係る連絡調整に関すること。 

(4)檜山振興局 
   保健環境部環境生  
  活課 
 

 

① 災害時における生活必需物資の価格動向及び需給調査に関す  
ること。 

② 災害時の青少年、女性対策に関すること。 
③ 災害時の交通安全対策に関すること。 
④ 災害時の廃棄物対策に関すること。 
⑤ 廃棄物処理施設の被害調査及び復旧対策の指導に関すること。 
⑥ 災害時における危険動物飼養者に対する指導に関すること。 
⑦ 災害時における家庭動物等の飼養者に対する指導に関するこ 
と。 
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機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)檜山振興局 
   産業振興部商工労  
  働観光課 
 

① 労働及び雇用対策の連絡に関すること。 
② 災害時の労働福祉に関すること。 
③ 商業の被害調査及び復旧対策に関すること。 
④ 被災商工業の金融に関すること。 
⑤ 電力施設の被害状況調査及び復旧対策の連絡調整に関するこ 
と。 

⑥ 観光事業関係の被害調査及び復旧対策に関すること。 

(6)檜山振興局 
   産業振興部農務課 
 

 

 

 

 

① 農業被害(農地及び土地改良施設を除く)の調査報告及び復旧 
対策に関すること。 

② 農業被害の応急措置、対策等の連絡調整に関すること。 
③ 農業災害対策等の調整に関すること。 
④ 救農事業等に関すること。 
⑤ 農業災害補償に関すること。 
⑥ 被災地農家の営農指導に関すること。 
⑦ 災害時の災害救助用米穀の引渡しに関すること。 
⑧ 畜産関係被害の調査報告に関すること。 
⑨ 被災地の家畜衛生対策に関すること。 
⑩ 被災地の家畜の飼養管理に関すること。 
⑪ 被災草地及び草地付帯施設の復旧に関すること。 
⑫ 採草放牧地及び飼料作物関係の調査報告に関すること。 
⑬ 家畜飼料の確保に関すること。 

(7)檜山振興局 
   産業振興部林務課 

 

① 林野災害についての情報の収集・伝達に関すること。 
② 林野災害についての警防に関すること。 
③ 林業関係被害の取りまとめに関すること。 
④ 造林地及び苗畑の被害調査に関すること。 
⑤ 被災地林野の防疫に関すること。 

(8)檜山振興局 
   産業振興部水産課 
 

 

① 水産関係の被害調査及び復旧対策並びに連絡調整に関するこ 
と。 

② 水産関係災害復旧資金に関すること。 
③ 漁業災害補償及び漁船損害補償に関すること。 
④ 被災漁家の援護対策に関すること。 
⑤ 水産基盤整備事業による増殖施設等の被害調査及び復旧対策 
に関すること。 

⑥ 漁港施設の被害調査及び復旧対策に関すること。 

(9)檜山振興局 
   産業振興部建設指  
  導課 
 

① 町公共土木施設の被害状況調査及び復旧対策に関すること。 
② 市町村における応急復旧活動の指導に関すること。 
③ 建築物の被害状況調査及び復旧対策に関すること。 
④ 被災地の建築指導に関すること。 
⑤ 災害時の建築用復旧資材の需給計画に関すること。 
⑥ 被災建築物及び宅地の応急危険度判定に関すること。 
⑦ 公営住宅の被害状況調査及び復旧対策に関すること。 

(10)檜山農業改良普及 
センター 

    奥尻地区水産技術 
   普及指導所 
    檜山家畜保健衛生 
   所 

① 所管業務の被害調査及び応急措置並びに復旧に関すること。 
② 所管業務の災害対策について協力、推進に関すること。 
 

 

(11)渡島総合振興局 

函館建設管理部 

① 通行規制等の情報収集及び伝達に関すること。 
② 水防警報の発表に関すること。 
③ 土砂災害警戒情報の発表に関すること。 
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機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(12)渡島総合振興局 
   函館建設管理部 
    奥尻出張所 

① 所管する道路・橋りょう・河川・ダム・その他公共土木施設 
等のパトロール及び現況報告に関すること。 

② 町及び水防団体等に対する技術指導に関すること。 
③ 被災箇所の応急対策に関すること。 

(13)檜山教育局 

 
① 災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の指 
導に関すること。 

② 避難等に係わる公立学校施設の使用に関すること。 
③ 文教施設及び文化財の保全対策の実施に関すること。 

４ 
 
北
海
道
警
察 

(1)江差警察署 
   奥尻・青苗駐在所 
 

 

① 災害時における、住民の避難誘導及び救出救助並びに緊急交  
通路の確保に関すること。 

② 災害情報の収集に関すること。 
③ 災害警備本部の設置運用に関すること。 
④ 被災地、避難場所、危険箇所等の警戒に関すること。 
⑤ 犯罪の予防、取締り等に関すること。 
⑥ 危険物に対する保安対策に関すること。 
⑦ 広報活動に関すること。 
⑧ 自治体等の防災関係機関が行う防災業務の協力に関すること。 

 
５ 
 
奥
尻
町 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)町長部局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 町防災会議の事務に関すること。 
② 町災害対策本部の設置及び組織運営に関すること。 
② 被災地、避難場所、危険箇所の警戒に関すること。 
③ 町の所掌に係わる災害防止、災害応急対策及び災害復旧に関 
すること。 

④ 災害の予警報の伝達及び災害情報の収集報告に関すること。 
⑤ 北海道その他の防災関係機関との連絡、調整、協力に関するこ

と。 
⑥ 防災に関する施設、設備の整備に関すること。 
⑦ 防災に関する食糧、資材及び機器の備蓄並びに供給に関する 
こと。 

⑧ 水防活動及び水防活動等防災対策の実施に関すること。 
⑨ 被災者に対する救助及び救護並びに救援に関すること。 
⑩ 避難指示に関すること。 
⑪ 災害時における保健衛生に関すること。 
⑫ その他災害防止の防御又は拡大防止のための措置に関する 
こと。 

⑬ 災害時の交通及び輸送の確保に関すること。 
⑭ 被災者に対する情報の伝達及びその他の住民に対する広報に 
関すること。 

⑮ 要配慮者、避難行動要支援者に関すること。 
⑯ 災害ボランティアの受け入れに関すること。 
⑰ 自主防災組織の充実を図ること。 
⑱ 住民の自発的な防災活動の促進を図ること。 
⑲ 防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓 
を伝承する活動を支援すること。 

㉑ 空港及び航空保安施設の管理に当たること。 
㉒ 発電設備等の管理に当たること。 
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機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 

 

 

(2)奥尻町国民健康保
険病院 

 

① 災害時における救護班の編成、町長の指示命令による、被災 
者の収容、治療及び助産等の業務に関すること。 

② 救急医療対策本部が設置された場合の、医療班の編成、救急 
医療活動の実施に関すること。 

(3)奥尻町教育委員会 
① 災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の 
実施に関すること。 

② 避難等に係わる町立学校施設の使用に関すること。 
③ 文教施設及び文化財の保全対策に関すること。 

６ 
消
防
機
関 

(1)檜山広域行政組合 

   奥尻消防署 
    奥尻町消防団 
 

 

① 町長の要請又は独自の判断に基づく予防対策及び事前措置に 
関すること。 

② 消防及び水防等の被害の防止拡大、災害の鎮圧等の直接的業 
務に関すること。 

③ 住民の避難誘導及び人命救助等に関すること。 
④ 消防力等の整備に関すること。 
⑤ 消防団の強化に関すること。 

 
７ 
 
指 
定
公
共
機
関 
 

 

 

 

 

 

(1)日本郵便(株) 
    奥尻郵便局 
 

① 災害時における郵便輸送の確保、及び郵便業務運営の確保に 
関すること。 

② 郵便貯金及び簡易保険業務の取扱いに係わる非常措置に関す 
ること。 

③ 協定に基づく協力に関すること。 

(2)東日本電信電話株  

  式会社北海道支店 

① 気象官署からの警報等を町に伝達すること。 
②  非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電話の利 

用制限を実施し、重要通信の確保を図ること。 

(3)株式会社ＮＴＴ 
  ドコモ北海道支社 

① 非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電話の利用 

制限を実施し、重要通信の確保を図ること。 

(4)ＫＤＤＩ（株） 
 

(5)ソフトバンク 
      株式会社 

(6)楽天モバイル 
      株式会社 

(7)北海道電力ネット

ワーク株式会社江差営

業所 

①  災害時における電力の円滑な供給に必要な措置に関すること。 

(8)日本たばこ産業株  

  式会社北海道支店 

① 災害時における塩及びたばこの応急供給に関すること。 
② 塩及びたばこの販売業者に対する災害補償に関すること。 

８ 

指
定

(1)商工会 
① 災害時における物価の安定及び救助物資の確保協力に関する 
こと。 

② 被災事業主に対する融資及びその斡旋に関すること。 
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地
方
公
共
機
関 

(2)檜山医師会 ① 災害時における医療関係機関との連絡調整並びに応急医療及 
び助産その他防疫対策の協力に関すること。 

機 関・団 体 名 処 理 す べ き 事 務 及 び 業 務 

 
９ 
 
 
そ
の
他
公
共
的
団
体
及
び
防
災
上
重
要
な
施
設
管
理
者 
 

(1)ひやま漁業協同組  

  合奥尻支所、新函   

  館農業協同組合 

① 組合員に対する気象予警報・災害予警報の広報に関すること。 
② 共同利用施設の災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関す 
ること。 
③ 農漁業生産資材、応急融資等の確保に関すること。 

(2)建設協会 
① 災害時においての応急復旧工事、緊急資材輸送及び建設重機 
の確保等災害活動の協力に関すること。 

(3)青年団体 

 
① 町長の要請に応じ、災害予警報の一般住民に対する広報の実 
施に関すること。 

② 災害時において、住民の避難誘導、被災者の救護対策の協力 
に関すること。 

(4)女性団体 ① 災害時において、町長の要請による被災者に対する炊き出し 
等、被災者の救護対策に関すること。 

(5)輸送業者 ① 災害時における救援物資、応急資材等の緊急輸送の支援・協 
力に関すること。 

(6)危険物関係施設の  

  管理者 

① 災害時における危険物の保安の確保に関すること。 

 

(7)日本水難救済会奥  

  尻、青苗救護所 

① 沿岸における海難救助活動の実施及び函館海上保安部あるい 
は、町長の要請による救護活動に関すること。 

 
 

第７節 住民及び事業所の基本的責務 

 「自らの身の安全は自らが守る」ことが防災の基本である。 

 住民及び事業所は、その自覚を持ち、平常時より災害に対する備えを心がけるとともに、 

災害時 には自らの身の安全を守るよう行動することが重要である。 

 特に、いつでもどこでも起こりうる災害に対し、人的被害・経済被害を軽減する減災の 

取組を推進し、安全・安心を確保するためには、行政による災害対策を強化し「公助」 

を充実させていくことはもとより、住民一人ひとりや事業者等が自ら取り組む「自助」 

や、身近な地域コミュニティに おいて住民等が力を合わせて助け合う「互助」が必要と 

なることから、個人や家庭、民間の事業者や団体等、様々な主体が連携して、災害に関 

する知識と各自の防災・減災対応に習熟し、その実践 を促進する住民運動を展開するも 

のとする。 

  

第１ 住民の責務  

住民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災 

に関する知識の習得や食品・飲料水をはじめとする生活必需物資の備蓄（最低３日間、

推奨１週間）など、自ら災害に対する備えを行うとともに、一般的に自分は大丈夫とい
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う思い込み（正常性バイアス）が働くことを自覚しながら、防災訓練など自発的な防災

活動への参加や災害教訓の伝承に努めるものとする。 

また、災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や 

避難行動 要支援者への支援、避難所における自主的活動、町及び防災関係機関が実施す

る防災活動への協力など、地域における被害の拡大防止や軽減への寄与に努めるものと

する。 

  

１．平常時の備え  

（１）避難の方法（避難路・指定避難場所等）及び家族との連絡方法の確認  

（２）「最低３日間、推奨１週間」分の食料及び飲料水・携帯トイレ・簡易トイレ、トイレ

ットペ ーパー、女性用品、ポータブルストーブ等の備蓄、非常持出品（救急箱・懐中電

灯・ラジオ・ 乾電池・携帯電話充電器等）の準備、自動車へのこまめな満タン給油及び

自宅等の暖房・給 湯用燃料の確保  

（３）隣近所との相互協力関係のかん養  

（４）災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握  

（５）防災訓練・研修会等への積極的参加による防災知識・応急救護技術等の習得 

（６）町内会や自治会における要配慮者への配慮  

（７）自主防災組織の結成による備蓄や訓練の実施 

（８）保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等を行う。 

 

 ２．災害時の対策  

（１）地域における被災状況の把握  

（２）近隣の負傷者や避難行動要支援者に対する救助及び支援 

（３）初期消火活動等の応急対策  

（４）避難場所での自主的活動や住民が主体となった避難所運営体制の構築 

（５）町及び防災関係機関の活動への協力 

（６）自主防災組織の活動 

 

３．災害緊急事態の布告があった時の協力  

国の経済や公共の福祉に重大な影響を及ぼすような異常で激甚な非常災害が発生し、

基本法 第 105 条に基づく災害緊急事態の布告が発せられ、内閣総理大臣から社会的・経

済的混乱を抑制するため、生活必需品等国民生活との関連性が高い物資や燃料等国民経済

上重要な物資をみだりに購入しないこと等の協力を求められた場合は、住民はこれに応ず

るよう努めるものとする。 

 第２ 事業所の責務  

従業員や施設利用者の安全確保、二次被害の防止、事業の継続、地域の貢献・地域と

の共生等、事業所が災害時に果たす役割を十分に認識し、防災活動の推進に努めるものと

する。 また、災害応急対策や災害復旧に必要となる、食料・飲料水・生活必需品等の物資

・資材又は 役務の供給・提供に関する者をはじめとする各事業者は、日常的に災害の発生

に備える意識を高め、自ら防災対策を実施するとともに、町・防災関係機関及び自主防災

組織等が行う防災対策に 協力に努めるものとする。  

１．平常時の備え  

（１）災害時行動マニュアルの作成  

（２）防災体制の整備  

（３）事業所の耐震化及び耐浪化の促進  
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（４）予想被害からの復旧計画策定  

（５）防災訓練の実施及び従業員等に対する防災教育の実施  

（６）燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応  

（７）取引先とのサプライチェーンの確保 

 ２．災害時の対策  

（１）事業所の被災状況の把握  

（２）従業員及び施設利用者への災害情報の提供  

（３）施設利用者の避難誘導  

（４）従業員及び施設利用者の救助  

（５）初期消化活動等の応急対策 

（６）事業の継続又は早期再開・復旧  

（７）ボランティア活動への支援等、地域への貢献  

 

第３ 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進  

１．町内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用

施設や地 下街等の施設管理者を含む。（以下、「地区居住者等」という。））は、当該地

区における防災力の向上を図るため、協働により、防災訓練の実施、物資等の備蓄、

避難行動要支援者の避難支 援体制の構築等の自発的な防災活動の推進に努めるもの

とする。  

２．町は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、住民一人ひとりが自ら行う防災

活動の促進により、地域社会の防災体制の充実を図るものとする。  

３．町防災会議は、地区防災計画の提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を

踏まえて 地域防災計画に地区防災計画を定める必要性について判断し、必要があると

認めるときは、地 域防災計画に地区防災計画を定める。  

４．町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、

地区防災 計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計

画で定められた内 容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画

の整合が図られるよう努めるものとする。 

また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

 ５．町は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、住民一人ひとりが自ら行う防災 

活動の促 進により、当該市町村における地域社会の防災体制の充実を図るものとする。  

 

第４ 住民運動の展開  

災害に関する知識と各自の防災対策に習熟し、その実践を促進する住民運動が継続的に

展開されるよう、町をはじめ住民個人や家庭及び事業者や団体等は多様な主体の連携によ

り、「防災の日」「防災週間」「水防月間」「土砂災害防止月間」「山地災害防止キャンペー

ン」「津波防災の日」 「防災とボランティアの日」「防災とボランティア週間」等のあらゆ

る機会を活用し、防災意識を 高揚するための様々な取組みを行い、広く住民の参加を呼び

かけるものとする。 
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 第８節 奥尻町の地勢と災害の概要 
 
１．位置及び面積 
  本町は、北海道の南西端、檜山振興局管内檜山郡江差町から北西に 61Kmの日本海上の 
離島である。 

  東西 11Km南北 27Km周囲 84Km面積 142.99Km2で島の平面観は南北に長辺をもつ三角形
状を呈している。 

  奥尻海峡をはさんだ島の対岸は久遠、二海、爾志、檜山の各郡に面しており、北端の 
稲穂岬と久遠の帆越岬とは約 18Km で最も近く接している。 

 
     東端東経 139度 33分 45秒 
     西端東経 139度 24分 12秒 
       南端北緯  42度 3分 
      北端北緯   42度 15分 8秒 
 
２．地勢及び気候風土 
 （１）地勢  
    地形は海岸段丘の発達が顕著で島の側面観は全般に低平に見える。 
   島の最高地点は中央部西岸寄りに海抜 584.5m の神威山があり、その北には勝間山 
   が 427.76m、球島山 369.7m などがある。南東方向には海抜 523.9m の無名の高地が 
   あり、各段丘が比較的平坦な面を展開している。海岸線は一般に屈曲が少なく、西 
   海岸は山が迫り急峻な崖となっているところが多い。河川は、中央山地を水源とし 
   て、段丘を開折して海に流入しているがその地形から瀑布となって落ちるものが多 
   い。主なる河川数は南部地域にある青苗川(2 級河川)のほか 35本を数える。 
 （２）気候風土 
     奥尻海峡は対馬暖流が北上している関係から 2000 年～2022 年の年平均気温 10.4

℃、年平均降水量 947.5mm、年間を通じて比較的温暖であるが冬期は、降雪は少な
く、季節風の影響が大きいため冬期は、年間で最も風が強い。 
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３．主な災害記録                                                              

災害発生 災害名 災害種別 災害区域 被   害   状   況 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

S2.5  暴風 赤石沖 ○漁船転覆による水死 34名 

S3.1  なだれ  ○薬師村長浜で圧死 4 名 

S29.9.26 
 

 

昭和 29 年台風第 15
号 
（洞爺丸台風） 
 

台風 15号 
 

 

町内一円 
 

 

○死者 4名  負傷者 2 名 
○家屋被害 全壊 33戸 半壊 116戸 埋没 5戸 
○河川はん濫 
○土砂崩落 
○水産施設被害 

S30.7.3  大雨 奥尻地区 ○死者 4 名 重傷者 1 名 
○観音山崩落 

S35.1.5  

 

高潮 稲穂地区 ○瞬間最大風速 33ｍの強風により稲穂地区高潮
のため漁船、漁具の被害あり 

S36.7.26  

 

大雨 宮津地区 ○死者 1 名 
○家屋全壊 2 戸 

S38.4.13  暴風 稲穂地区 ○暴風により稲穂岬に漁船座礁し乗員 8 名死亡 

S38.5.27 
 

 大火 
 

奥尻地区 
 

○罹災住宅 102 戸 非住家 4 棟  
○商工業、文教関係に被害あり 
被害総額 270,913千円 

S38.9.16  大雨 
 

町内一円 
 

○死者 6名 行方不明者 3 名 重傷者 4 名 
○罹災戸数 232 戸 282世帯 
○雨量 220 ミリ 

S49.10.3  異常低気
圧 

球浦地区 ○罹災戸数 4 戸 非住家 4 戸 
被害総額 11,640 千円 

 

S50.8.24  

 

大雨 町内一円 ○罹災住宅 1 戸 非住家 1 棟 
○土木被害 5 件 
被害総額 39,050 千円 

 

S50.9.8  

 

異常低気
圧 

宮津地区 ○罹災住宅 8 戸 非住家 15 棟 
○水産被害 4 件 
被害総額 27,920 千円 

 

S54.2.2 
 

 

 

異常低気
圧 

青苗 
松江地区 
藻内 

○水産施設及び漁船漁具被害 
被害総額 18,750 千円 

 

S54.4.12  異常低気
圧 

奥尻地区 
赤石 

○海岸被害 2 件 
被害総額 33,400 千円 

 

S56.8.23 
 

 

 

 

 

大雨 
 

 

町内一円 
 

 

○罹災住宅 12 戸 
○土木被害 31 件 
○農業被害 8.2ha 
○水道施設被害 2件 
○水産施設被害 4件 
○教育施設被害 1件 
被害総額 68,850 千円 
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災害発生 災害名 災害種別 災害区域 被   害   状   況 
 

S56.9.4 
 

 

 

 

 

 

 

大雨 
 

 

 

町内一円 
 

 

 

○罹災住宅 204 戸 非住家 31 棟 
○土木被害  143 件 
○林業被害 52 件 
○農地(畑)被害 60.8ha 
○農業用施設 1 件 
○水産被害 124 件 
○商工鉱被害 11 件 
○農作物被害 18ha 
 被害総額 5,183,428 千円 

 

S58.5.26 
 

 

昭和 58 年(1983 年) 
日本海中部地震 
 

津波 
 

 

 

 

 

○罹災住宅 83 戸 非住家 18 棟 
○土木被害 3 件 
○林業被害 1 件 
○商工被害 19 件 
○水産被害 412 件 
○衛生被害 28 件 
被害総額 1,385,278 千円 

 

 
H5.7.12 
 

 

 
平成 5 年（1993 年）
北海道南西沖地震 
 

 

 
地震 
津波 
火災 
がけ崩れ 
 

 
町内一円 
 

 

 

 
○罹災住宅 1,410戸 非住家 354棟 
○土木被害 244 件 
○林業被害 55 件       ○死者 172 名 
○農地(畑)被害 54ha   ○行方不明者 
○農業用施設 100件            26 名 
○水産被害 1,987件 
○衛生被害 8 件 
○商工被害 204 件 
○水産被害 412 件 
○その他 16 件 
被害総額 66,420,277 千円 

 

H10.6.26  大雨 町内一円 ○土木被害 3 件 
被害総額 43,000 千円 

 

H15.9.13 平成 15 年(2003 年) 
台風第 14 号 

台風 青苗、米岡 ○水産被害 9 件 
被害総額 167,750千円 

 

H16.9.8 
 

 

 

 

 

平成 16 年(2004 年) 
台風第 18 号 
 

 

 

強風 
 

 

 

 

町内一円 
 

 

 

 

○住家・非住家被害 36戸 
○農業被害 29 件 
○土木被害 30 件 
○水産被害 201 件 
○林業被害 5 件 
○衛生被害 2 件 
○商工被害 3 件 
○文教被害 3 件 
○社会福祉施設 1件 
○その他 5 件 
被害総額 1,674,723 千円 

 

H17.12.25 
 

 暴風雪 
 

稲穂、青苗 
 

○社会福祉施設被害 1 件 
○その他      1 件 
被害総額 1,623 千円 

 

H18.10.8 
 

 

平 成 18 年 (2006
年)10 月 4 日～10 月
9 日 
低気圧による暴風と
大雨 

強風 
 

 

稲穂、奥尻 
 

 

○非住家被害 1 件 
○土木被害  1 件 
○その他   1 件 
被害総額 3,500 千円 
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災害発生 災害名 災害種別 災害区域 被   害   状   況  

H18.11.9 
 

 

11 月 9 日発生 
竜巻被害 
(竜巻の強度 F1) 
 

竜巻 
 

 

青苗、富里 
 

 

○住家被害  10 件 
○非住家被害  4 件 
○衛生被害    1 件 
○商工業被害  3 件 
被害総額 26,450 千円 

H19.2.14 
 

 

 

暴風・波
浪 
 

奥尻、神威
脇 
 

○土木被害 3 件 
○水産被害 2 件 
○その他 1 件 
被害総額 153,000千円 

H20.2.23 
 

 

 

 

暴風雪 
 

 

稲穂、奥尻 
 

 

○住家被害 1 件 
○土木被害 5 件 
○水産被害 2 件 
○衛生被害 1 件 
○その他  1 件 
被害総額 41,100 千円 

H22.7.29  大雨 町内一円 ○土木被害 7 件 
被害総額 2,583 千円 

H25.2.8 
 

 海難事故 
 

奥 尻 島 か
ら 北 西 約
50 ㌔の海
域 

ロシア籍タンカー機関故障による救助要請 
負傷者なし、排出油事故なし 

H26.1.26 

 
 海難事故 奥 尻 島 南

南 東 の 海
域 

漁船等 2隻転覆 
死者 1 名、行方不明者 1 名 

H28.8.30 台風10号による被害 強風 町内一円 〇住家被害 7 件(一部破損) 
〇非住家被害 2 件(公共建物) 
〇農業被害 3ha(田) 
〇土木被害 2 件(公園) 
〇衛生被害 1 件(水道) 
被害総額 2,620 千円 

H29.4.18 低気圧による被害 
強風･波

浪 
町内一円 

〇住家被害 3 件(一部破損) 
〇農業被害 1 件(ビニールハウス) 
〇土木被害 1 件(港湾) 
〇水産被害 1 件(船揚場) 
〇林業被害 1 件(防風柵) 
〇商工被害 4 件 
〇文教施設被害 1 件(幼稚園) 
〇社会教育施設被害 1 件(津波館) 
被害総額 4,070 千円 
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災害発生 災害名 災害種別 災害区域 被   害   状   況 

H29.9.23 
突風による被害 

(竜巻の可能性大) 
※気象庁の認定なし 

突風 青苗地区 
〇住家被害 1 件(半壊) 
〇水産被害 7 件(漁船･その他) 
被害総額 1,300 千円 

H29.12.25 低気圧による被害 強風 
青苗地区 
ほか 

〇住家被害 3 件(一部破損) 
〇水産被害 2 件(共同施設ほか) 
被害総額 3,000 千円 

H30.7.5 
温帯低気圧(台風 7
号)による大雨被害 

大雨 町内一円 

〇土木被害 6 件(道路･港湾施設) 
〇水産被害 2 件(漁港施設ほか) 
〇林業被害 5 件(治山施設･林道) 
〇衛生被害 2 件(水道) 
被害総額 9,358 千円 

 
R4.8.16 
 

低気圧による大雨被
害 

大雨 町内一円 

〇住家被害  8 件(床下浸水・一部破損) 
〇非住家被害 1 件(公共施設) 
〇水産被害  1 件(船揚場) 
〇土木被害 36 件(河川・道路・港湾) 
被害総額 38,859 千円 

 
 
 


